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表紙

電子提供措置の開始日　2025年５月28日

第11期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

第11期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

フィード・ワン株式会社
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株　主　資　本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 10,000 9,737 28,075 △173 47,639
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,114 △1,114
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,387 5,387
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 5 33 39
株式給付信託による
自 己 株 式 の 取 得 △87 △87
株式給付信託による
自 己 株 式 の 処 分 17 17
持分法の適用範囲の変動 △10 △10
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 13 13
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － 19 4,262 △37 4,244
当 期 末 残 高 10,000 9,757 32,338 △210 51,884

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,316 139 213 △28 2,640 576 50,856
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,114
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,387
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 39
株式給付信託による
自 己 株 式 の 取 得 △87
株式給付信託による
自 己 株 式 の 処 分 17
持分法の適用範囲の変動 △10
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 13
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 343 △172 △73 1 98 147 245
当 期 変 動 額 合 計 343 △172 △73 1 98 147 4,490
当 期 末 残 高 2,659 △33 140 △27 2,739 723 55,347

（単位：百万円）
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連結注記表

連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称等
連結子会社の数　21社
連結子会社の名称
　北海道フィードワン販売㈱、空知管理サービス㈱、苫小牧飼料㈱、道北協同飼料販売㈱、八戸
フィードワン販売㈱、東北飼料㈱、㈱第一原種農場、岩手フィードワン販売㈱、マジックパール㈱、㈱
南部ファーム、㈲いわき中央牧場、鹿島フィードワン販売㈱、フィード・ワンフーズ㈱、㈱横浜ミー
ト、東海フィードワン販売㈱、㈲グリーンファームソーゴ、ゴールドエッグ㈱、南洋漁業㈱、北九州フ
ィードワン販売㈱、南九州フィードワン販売㈱、志布志飼料㈱
　当連結会計年度において、持分法適用関連会社であった道北協同飼料販売㈱を株式の追加取得により
連結の範囲に含めております。
　なお、空知管理サービス㈱は2024年12月26日開催の株主総会において解散を決議し、清算手続中
であります。
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(2) 非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

２. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び会社の名称等

持分法を適用した関連会社の数　11社
持分法を適用した関連会社の名称
　釧路飼料㈱、㈱北海道サンフーズ、㈱美保野ポーク、仙台飼料㈱、鹿島飼料㈱、平成飼料㈱、門司港
サイロ㈱、八代飼料㈱、マルイ飼料㈱、KYODO SOJITZ FEED COMPANY LIMITED、NIPPAI 
SHALIMAR FEEDS PRIVATE LIMITED
　当連結会計年度において、持分法適用関連会社であった道北協同飼料販売㈱は、連結の範囲に含めた
ため、持分法適用の範囲から除外しております。また、持分法適用関連会社であった極洋フィードワン
マリン㈱は、清算結了したため、持分法適用の範囲から除外しております。さらに、持分法適用関連会
社であった㈲東北グローイングは、株式の一部を売却したため、持分法適用の範囲から除外しておりま
す。
　持分法を適用した関連会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の状況
　該当事項はありません。
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連結注記表

３. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産

主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし
て残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

－ 3 －
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連結注記表

③ 役員株式給付引当金
　「株式交付規程」に基づく当社取締役等への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準を採用しております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10～11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
　当社グループは主として畜産・水産飼料の製造・販売を行っており、国内の畜産・水産生産者を顧客
としております。当社グループでは、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別し
ており、原則として、顧客が製品を検収した時点、又は顧客が手配した運送業者に製品を引き渡した時
点で当該製品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収
益を認識しておりますが、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間で
ある場合には、出荷時に収益を認識しております。取引価格の算定については、顧客との契約において
約束された対価から、値引き額等を控除した金額で算定しております。これらの履行義務に対する対価
は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内に回収しており、重大な金融要素は含
んでおりません。
　また、当社グループは、財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提
供する前に支配していると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引として収益を認識して
おります。顧客に提供する前に支配しているか否かの判定は、財又はサービスの提供に対して主たる責
任を有していること、当該財又はサービスが顧客に提供される前等に在庫リスクを有していること及び
当該財又はサービスの価格設定において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。主に商
品の販売のうち、当社グループの役割が代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者
に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。
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連結注記表

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約取引 原料輸入の外貨建予定取引
金利スワップ 借入金の利息

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。
　なお、在外関連会社の資産及び負債は、当連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含
めております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

③ ヘッジ方針
　外貨建取引のうち、当社に為替変動リスクが帰属する場合は、そのリスクヘッジのため、実需原則
に基づき為替予約取引を行うものとしております。
　金利関連のデリバティブ取引は、借入金利をヘッジし将来の支払利息を確定させるための取引であ
り、実質的に固定金利建借入金と同じ効果を得る目的でのみ行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法
　為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象の為替変動による相関関係によって有効性を評
価しております。
　金利スワップについては、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断してお
ります。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、営業外費用の総
額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。なお、前連結会計年度
の「支払手数料」は14百万円であります。

－ 5 －
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連結注記表

当連結会計年度
有形固定資産 31,308

（会計上の見積りに関する注記）
有形固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループでは、有形固定資産に減損が生じている可能性を示す事象である減損の兆候がある場合に
は、減損損失の認識の要否を判定しております。この判定は、事業用資産についてはグルーピングした各
事業単位の将来キャッシュ・フローの見積りに基づいて、遊休資産については不動産鑑定士による不動産
鑑定評価書に基づく金額や一定の評価額等を用いて調整した見積りに基づいて判定しております。
　事業用資産の将来キャッシュ・フローの見積りについては、取締役会の承認を受けた事業計画及び中
期経営計画等を基礎として算定しております。計画で示された期間後については、計画の最終年度に継
続的使用による変動要因等を加味して算定しております。主要な仮定は、事業計画及び中期経営計画等
の販売数量、販売単価、原料単価等であり、為替相場、原料相場、畜産物相場の趨勢等を勘案し、見積
っております。
　これらの主要な仮定は、過去の実績や外部環境を踏まえた経営者による相場の見通し等により決定し
ておりますが、外部環境の変化等の不確実性によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となっ
た場合には、将来キャッシュ・フローが減少し、翌連結会計年度の見積り金額に重要な影響を与える可
能性があります。
　米国の関税措置をはじめとする地政学リスクの高まりにより、為替相場や資源価格等の急激な変動が
懸念されておりますが、当社グループの事業環境への影響は限定的であると想定して業績予測を行って
おります。

－ 6 －
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現金及び預金 13百万円
建物及び構築物 577百万円
機械装置及び運搬具 0百万円
土地 336百万円

計 927百万円

支払手形及び買掛金 37百万円
短期借入金 71百万円
長期借入金 222百万円

計 331百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 36,003百万円

㈱栗原農場 844百万円
NIPPAI SHALIMAR FEEDS PRIVATE LIMITED 564百万円
㈱栗駒ポートリー 380百万円
㈲八戸農場ほか３件 225百万円

計 2,015百万円

貸出コミットメントの総額 10,000百万円
借入実行残高 －百万円

差引額 10,000百万円

（連結貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保資産に係る債務

３. 保証債務
　次の取引先の金融機関等からの債務に対し、保証を行っております。

４. 貸出コミットメント
　当社においては、運転資金の機動的かつ安定的な調達を行うため取引銀行２行とシンジケートローン形式
による貸出コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであり
ます。

－ 7 －
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５. 財務制限条項
　当社は効率的な資金調達を行うため取引金融機関とローン契約等を締結しており、それぞれについて財務
制限条項が付されております。
(1) シンジケートローン契約（2018年３月30日締結）

　当連結会計年度末における借入金実行残高は以下のとおりであります。
　シンジケートローン借入実行残高　3,671百万円
　契約に付されている財務制限条項は以下のとおりであります。

① 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末
日の金額又は2017年３月期末の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

② 連結損益計算書及び単体の損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと。
(2) シンジケートローン形式のサステナビリティ・リンク・ローン契約（2022年８月29日締結）

　当連結会計年度末における借入金実行残高は以下のとおりであります。
　シンジケートローン形式のサステナビリティ・リンク・ローン借入実行残高　10,000百万円
　契約に付されている財務制限条項は以下のとおりであります。

① 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末
日の金額又は2022年３月期末の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

② 連結損益計算書及び単体の損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと。
(3) シンジケートローン形式のコミットメントライン契約（2024年８月26日締結）

　当連結会計年度末における借入金実行残高はありません。
　契約に付されている財務制限条項は以下のとおりであります。

① 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、直前期又は2024年３月期末
の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

② 連結及び単体のEBITDAを２期連続してマイナスとしないこと。
（注）EBITDA＝経常利益＋支払利息－受取利息＋減価償却費及びのれん償却費

６. その他の注記
　国庫補助金の受入れ及び保険差益により取得価額から控除されている圧縮記帳額は、建物及び構築物119
百万円、機械装置及び運搬具41百万円、土地22百万円であります。
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普通株式 38,477,128株

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年５月20日
取締役会
（注１）

普通株式 利益剰余金 557百万円 14.5円 2024年３月31日 2024年６月６日

2024年11月８日
取締役会
（注２）

普通株式 利益剰余金 557百万円 14.5円 2024年９月30日 2024年12月３日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年５月19日
取締役会
（注）

普通株式 利益剰余金 807百万円 21.0円 2025年３月31日 2025年６月５日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（注１）2024年５月20日取締役会の決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産とし
て㈱日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めております。

（注２）2024年11月８日取締役会の決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産とし
て㈱日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金２百万円を含めております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）配当金の総額には、｢役員向け株式交付信託」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託口）が保有
する当社株式に対する配当金５百万円を含めております。
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（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金などの安全性の高い金融資産に限定し、また主に配合飼料の製造
販売事業並びに畜産物生産を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達してお
ります。運転資金については、銀行借入により調達しております。通貨関連のデリバティブ取引は、将来の為
替変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、取引先の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。その一部には、
原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金は、主に運転資金、設備資金の調達を目的としたものであります。変動金利の長期借入金は、金利
変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替
予約取引であります。
　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について
は、前述の「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）　３.会計方針に関す
る事項　(7）重要なヘッジ会計の方法」を参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、社内管理規程に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的に調査し、取
引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、上場株式の投資有価証券については、定期的に時価の把握を行っております。非上
場株式及び関連会社株式の投資有価証券については、定期的に財務状況等の把握を行っております。
　通貨関連では、原料の輸入に伴う外貨建取引における外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避する目
的で、為替予約取引を利用しております。為替予約取引において為替相場の変動によるリスクを有して
おりますが、実需に伴う取引の範囲内に限定し実施しておりますので、リスクは限定的なものと判断し
ております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、為替予約取引は原料購入部門が決裁担当者の承認を得て
行っております。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券　※２ 6,751 6,751 －

資産計 6,751 6,751 －
長期借入金　※３ 20,489 19,960 △528

負債計 20,489 19,960 △528
デリバティブ取引　※４ △219 △219 －

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

非上場株式 3,699

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各社が適時に資金繰計画を作成するとともに、一定の流動性を維持するなどの方法
により、流動性リスクを管理しております。
　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照
表価額により表わされております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

※１　「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」及び
「短期借入金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので
あることから、記載を省略しております。

※２　市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借
対照表計上額は次のとおりであります。

※３　１年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
※４　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 6,751 － － 6,751
デリバティブ取引

通貨関連 － △219 － △219
資産計 6,751 △219 － 6,532

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

－ 12 －
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（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 19,960 － 19,960
負債計 － 19,960 － 19,960

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価

2,569 1,432

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを
上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しているため、その時価をレベル２の時価に分類
しております。

デリバティブ取引
　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しているため、レベル２
の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、茨城県において賃貸用の飼料製造設備（土地を含む）、その他の地域に
おいて賃貸用の不動産（土地を含む）及び遊休不動産（土地を含む）を有しております。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
（注２）期末の時価は、主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、もしくは一定の評価額や

指標を用いて調整した金額であります。また、契約により取り決められた一定の売却価額がある場合に
は、当該売却予定価額を時価としております。
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１株当たり純資産額 1,429円04銭
１株当たり当期純利益 140円84銭

（１株当たり情報に関する注記）

（注）株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付信託」に残存する自社の株式は、１
株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。また、１株当た
り当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
なお、当連結会計年度において、「役員向け株式交付信託」の期末株式数は251,560株、期中平均株式数
は194,314株であります。

（重要な後発事象に関する注記）
（連結子会社の吸収合併）

当社は、2024年９月26日開催の取締役会において、当社の完全子会社である苫小牧飼料㈱及び東北飼料㈱
を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結し、2025年４月１日付で吸収合併いたしました。

１. 取引の概要
(1) 被結合企業の名称及びその事業の内容

① 被結合企業の名称　苫小牧飼料㈱
事業の内容　　　　配合飼料の製造

② 被結合企業の名称　東北飼料㈱
事業の内容　　　　配合飼料の製造

(2) 企業結合日
2025年４月１日

(3) 企業結合の法的形式
　当社を存続会社とし、苫小牧飼料㈱及び東北飼料㈱を消滅会社とする吸収合併方式であります。

(4) 結合後企業の名称
　フィード・ワン㈱

(5) その他取引の概要に関する事項
　当社は、子会社工場を自社工場化することで組織力を高め、中長期的な競争力向上を図るため、当社
の完全子会社である苫小牧飼料㈱及び東北飼料㈱を吸収合併することといたしました。

２. 実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に

基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。
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（連結子会社間の吸収合併）
当社は、2025年４月30日開催の取締役会において、2025年10月１日（予定）を効力発生日として、当社

の完全子会社である鹿島フィードワン販売㈱を存続会社とし、東海フィードワン販売㈱を消滅会社とする吸収
合併（以下「本合併」という。）を行うことについて決議いたしました。なお、2025年６月中旬（予定）付
で合併契約を締結し、2025年６月中旬開催予定の両社の株主総会において承認決議されることを条件として
おります。

１. 取引の概要
(1) 被結合企業の名称及びその事業の内容

被結合企業の名称　東海フィードワン販売㈱
事業の内容　　　　飼料の仕入販売

(2) 企業結合日
2025年10月１日（予定）

(3) 企業結合の法的形式
　鹿島フィードワン販売㈱を存続会社とし、東海フィードワン販売㈱を消滅会社とする吸収合併方式で
あります。

(4) 結合後企業の名称
　鹿島フィードワン販売㈱

(5) その他取引の概要に関する事項
　当社グループは、2025年３月期を初年度とする「中期経営計画2026～1st STAGE for NEXT 10 
YEARS～」を掲げ、新たに設定したPurpose「飼料で食の未来を創り、命を支え、笑顔を届ける」の実
現に向け、10年後を見据えた基盤強化を進めております。この度、さらなる企業価値の向上を目指し、
畜産飼料事業における販売力強化・経営資源の有効活用及び効率化を図ることを目的として、本合併を
行うことといたしました。

２． 実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に

基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。
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（単位：百万円）
報告セグメント（注１）

その他
（注２） 合計畜産飼料

事業
水産飼料

事業 食品事業 計

売上高

顧客との契約から生じる収益 232,259 25,640 38,131 296,030 14 296,045

外部顧客に対する売上高 232,259 25,640 38,131 296,030 14 296,045

（収益認識に関する注記）
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注１）当社グループは、2025年３月期を初年度とする「中期経営計画2026～1st STAGE for NEXT 
10 YEARS～」のスタートに伴い、組織体制及び業績評価方法の刷新を行いました。この変更を
報告セグメントに適切に反映するため、従来の「飼料事業」及び「食品事業」の２区分から、
「畜産飼料事業」、「水産飼料事業」及び「食品事業」の３区分に細分化し、事業セグメントの
集約を新しい区分方法に変更しております。

（注２）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業及び不動産賃
貸事業等を含んでおります。なお、海外事業は持分法適用関連会社のみのため、売上高の計上は
ありません。

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等）　３.会計方針に関する事項(5)収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りであります。

３. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等
当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していな

いため、記載を省略しております。
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を
超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約か
ら生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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（追加情報）
（役員向け株式交付信託）
　当社は、当社取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。以下について同じ。）及び当社と委
任契約を締結している執行役員（以下総称して「取締役等」という。）を対象とする株式報酬制度「役員向け
株式交付信託」(以下「本制度」という。）を導入しております。

(1) 取引の概要
　本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」
という。）が当社株式を取得し、当社が定める「株式交付規程」に基づいて、各取締役等に付与するポ
イントの数に相当する数の当社株式等が本信託を通じて交付されます。
　また、2024年６月21日の第10期定時株主総会において本制度の一部変更が承認可決され、同日開
催の当社取締役会で本信託の信託期間延長を決議いたしました。延長後の本制度においては、2025年
３月末日で終了する事業年度から2027年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度の間に在任す
る取締役等に対して当社株式等が交付されます。なお、当社取締役等が当社株式等の交付を受ける時期
は、取締役等の在任時（ただし、退任時までの譲渡制限を付す）としております。
　本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する
実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しておりま
す。なお、「株式交付規程」に基づく当社取締役等への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度
末における株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付引当金を計上しております。

(2) 信託に残存する自社の株式
　本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の
部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額は211百万円、株式数
は251,560株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
　該当事項はありません。
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（連結子会社間の吸収合併）
　当社は、2025年３月25日開催の取締役会において、2025年10月１日（予定）を効力発生日として、当社
の完全子会社である岩手フィードワン販売㈱を存続会社とし、当社の完全子会社である八戸フィードワン販売
㈱を消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」という。）を行うことについて決議いたしました。なお、本合
併は、2025年６月中旬（予定）付で合併契約を締結し、2025年６月中旬開催予定の両社の定時株主総会に
おいて承認決議されることを条件としております。
　また、本合併に伴い2025年８月１日（予定）付で、存続会社である岩手フィードワン販売㈱の商号を東北
フィードワン販売㈱に変更する予定です。

(1) 取引の概要
① 被結合企業の名称及びその事業の内容

被結合企業の名称　八戸フィードワン販売㈱
事業の内容　　　　飼料の仕入販売

② 企業結合日
2025年10月１日（予定）

③ 企業結合の法的形式
　岩手フィードワン販売㈱を存続会社とし、八戸フィードワン販売㈱を消滅会社とする吸収合併方式で
あります。

④ 結合後企業の名称
東北フィードワン販売㈱（予定）

⑤ その他取引の概要に関する事項
　当社グループは、2025年３月期を初年度とする「中期経営計画2026～1st STAGE for NEXT 10 
YEARS～」を掲げ、新たに設定したPurpose「飼料で食の未来を創り、命を支え、笑顔を届ける」の実
現に向け、10年後を見据えた基盤強化を進めております。この度、さらなる企業価値の向上を目指し、
畜産飼料事業における販売力強化・経営資源の有効活用及び効率化を図ることを目的として、本合併を
行うことといたしました。

(2) 実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」
に基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株　主　資　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 10,000 2,500 9,431 11,931 21,023 21,023 △175 42,779
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,114 △1,114 △1,114
当 期 純 利 益 4,259 4,259 4,259
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 5 5 33 39
株式給付信託による自
己 株 式 の 取 得 △87 △87

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 17 17

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 5 5 3,145 3,145 △37 3,113
当 期 末 残 高 10,000 2,500 9,436 11,936 24,168 24,168 △212 45,892

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 2,208 139 2,348 45,127
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,114
当 期 純 利 益 4,259
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 39
株式給付信託による自
己 株 式 の 取 得 △87

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 17

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 340 △172 168 168

当 期 変 動 額 合 計 340 △172 168 3,281
当 期 末 残 高 2,549 △33 2,516 48,408

（単位：百万円）
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産

移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数として残
存価額を零とする定額法を採用しております。
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３. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準を採用しております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
～11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より費用処理しております。

(4) 役員株式給付引当金
　「株式交付規程」に基づく当社の取締役等への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株
式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(5) 関係会社事業損失引当金
　関係会社の事業の損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

４. 収益及び費用の計上基準
　当社は主として畜産・水産飼料の製造・販売を行っており、国内の畜産・水産生産者を顧客としておりま
す。当社では、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別しており、原則として、顧客
が製品を検収した時点、又は顧客が手配した運送業者に製品を引き渡した時点で当該製品に対する支配が顧
客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しておりますが、出荷時か
ら当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を控除した
金額で算定しております。これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により
概ね３ヶ月以内に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。
　また、当社は、財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提供する前に支
配していると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引として収益を認識しております。顧客に
提供する前に支配しているか否かの判定は、財又はサービスの提供に対して主たる責任を有していること、
当該財又はサービスが顧客に提供される前等に在庫リスクを有していること及び当該財又はサービスの価格

－ 21 －



2025/05/27 16:15:56 / 24180657_フィード・ワン株式会社_招集通知

個別注記表

当事業年度
有形固定資産 20,575

設定において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。主に商品の販売のうち、当社の役割が
代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認
識しております。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

(2) ヘッジ会計の処理
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(3) 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用は、連結計算書類における会計処理の
方法と異なっております。

（表示方法の変更に関する注記）
(貸借対照表)
　前事業年度において、「流動資産」の「短期貸付金」に含めていた「関係会社短期貸付金」は、金額的重要
性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。なお、前事業年度の「関係会社短期貸付金」
は1,184百万円であります。

（損益計算書）
　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、営業外費用の総額の
100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。なお、前事業年度の「支払手数
料」は14百万円であります。

（会計上の見積りに関する注記）
有形固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）有形固定資産の減損　(2) 識別した項目に
係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 23,778百万円

㈱栗原農場 844百万円
NIPPAI SHALIMAR FEEDS PRIVATE LIMITED 564百万円
㈱栗駒ポートリー 380百万円
㈲八戸農場ほか４件 253百万円

計 2,043百万円

短期金銭債権 8,157百万円
長期金銭債権 199百万円
短期金銭債務 10,303百万円

（貸借対照表に関する注記）

２. 保証債務
　次の取引先の金融機関等からの債務に対し、保証を行っております。

３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

４. 貸出コミットメント
　連結計算書類「連結注記表（連結貸借対照表に関する注記）４.貸出コミットメント」に同一内容を記載
しておりますので、注記を省略しております。

５. 財務制限条項
　連結計算書類「連結注記表（連結貸借対照表に関する注記）５.財務制限条項」に同一内容を記載してお
りますので、注記を省略しております。

６. その他の注記
　国庫補助金の受入れ及び保険差益により取得価額から控除されている圧縮記帳額は、機械及び装置21百
万円であります。
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 56,203百万円
仕入高 84,392百万円
その他の営業取引高 4,787百万円

営業取引以外の取引による取引高 71百万円

普通株式 253,018株

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（注）当事業年度末の自己株式数には、｢役員向け株式交付信託」の信託財産として㈱日本カストディ銀
行（信託口)が保有する当社株式251,560株を含めております。
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（繰延税金資産）
退職給付引当金 638百万円
減損損失 87百万円
貸倒引当金 145百万円
関係会社事業損失引当金 47百万円
投資有価証券評価損 804百万円
賞与引当金 190百万円
ゴルフ会員権評価損 13百万円
未払事業税 33百万円
資産除去債務 18百万円
その他 160百万円

繰延税金資産小計 2,141百万円
評価性引当額 △1,130百万円

繰延税金資産合計 1,011百万円
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △1,234百万円
特定基金負担金 △443百万円
その他 △133百万円

繰延税金負債合計 △1,811百万円
繰延税金負債の純額 △800百万円

（税効果会計に関する注記）
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこと
に伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし
た。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及
び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。
　この税率変更による影響額は軽微であります。
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個別注記表

（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権の
被所有割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社 三井物産㈱ 被所有

直接　25.72％
当社が製造する配合
飼料の原料等購入
当社製品等の販売

原料等の購入
(注) 84,208 買掛金 9,305

（関連当事者との取引に関する注記）
１. 親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）原料等の購入については、同社から提示された価格により､市場の実勢価格を参考に決定しております。

－ 26 －



2025/05/27 16:15:56 / 24180657_フィード・ワン株式会社_招集通知

個別注記表

（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権の
所有割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 北九州フィード
ワン販売㈱

所有
直接100.00％

役員の兼務（注１）
事業活動における経
営管理業務（注２）
当社製品等の販売

製品等の販売
(注３) 9,268 売掛金 1,588

子会社 南九州フィード
ワン販売㈱

所有
直接100.00％

事業活動における経
営管理業務（注２）
当社製品等の販売

製品等の販売
(注３) 8,180 売掛金 1,470

子会社 北海道フィード
ワン販売㈱

所有
直接100.00％

役員の兼務（注１）
事業活動における経
営管理業務（注２）
当社製品等の販売

製品等の販売
(注３) 5,696 売掛金 1,199

子会社 苫小牧飼料㈱ 所有
直接100.00％

当社製品の製造
資金の貸付

資金の貸付
(注４) 2,250 関係会社短

期貸付金 2,052

利息の受取
(注４) 5 － －

子会社 フィード・ワン
フーズ㈱

所有
直接100.00%

当社商品等の販売
事業活動における経
営管理業務（注２）
資金の貸付

資金の貸付
(注４) 1,340 関係会社短

期貸付金 1,340

利息の受取
(注４) 7 － －

子会社 東北飼料㈱ 所有
直接100.00%

当社製品の製造
資金の貸付

資金の貸付
(注４) 1,140 関係会社短

期貸付金 1,110

利息の受取
(注４) 2 － －

関連会社 極洋フィード
ワンマリン㈱

所有
直接  45.00％
間接    5.00％

資金の貸付等 債権放棄
(注５) 1,274 － －

２. 子会社及び関連会社等
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個別注記表

（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権の
所有割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

プライフーズ㈱ 所有
直接   1.25%

当社製品等の販売
当社商品の仕入先

製品等の販売
(注) 6,665 売掛金 1,795

１株当たり純資産額 1,266円45銭
１株当たり当期純利益 111円35銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）役員の兼務については、2025年３月31日現在で記載しております。
（注２）経営管理料については、経営管理業務委託契約に基づき決定しております。
（注３）製品等の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期交渉の上決定して

おります。
（注４）資金の貸付については、市場金利を勘案しており、返済条件は資金使途等の個々の状況を勘案して決定

しております。
（注５）極洋フィードワンマリン㈱は2024年12月に清算結了しており、取引金額は清算に伴う貸付金の債権放

棄であります。
なお、当該債権放棄に対し、前事業年度末までに計上した貸倒引当金を充当しております。

３. 兄弟会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）製品等の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期交渉の上決定してお

ります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付信託」に残存する自社の株式は、
１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。また、１株
当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
なお、当事業年度において、「役員向け株式交付信託」の期末株式数は251,560株、期中平均株式数は
194,314株であります。
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個別注記表

（重要な後発事象に関する注記）
（連結子会社の吸収合併）
　当社は、2024年９月26日開催の取締役会において、当社の完全子会社である苫小牧飼料㈱及び東北飼料㈱
を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結し、2025年４月１日付で吸収合併いたしました。
　詳細については、連結計算書類「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）（連結子会社の吸収合併）」
に同一内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する
注記）４.収益及び費用の計上基準」に同一内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

（追加情報）
（役員向け株式交付信託）
　取締役等に信託を通じて当社の株式を交付する取引に関する注記については、連結計算書類「連結注記表
（追加情報）（役員向け株式交付信託）」に同一内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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